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「平成 28 年度ぜん息患者教育スタッフ養成研修」実施要領 

 

独立行政法人環境再生保全機構 

１．趣旨 

近年、自己管理によるぜん息の治療管理の重要性が高まっており、医療従事者は適切な処方や指

示を出すだけではなく、患者教育を通して患者や保護者が主体的に自己管理を継続できるよう指導す

ることが求められている。しかしながら、ぜん息の患者教育を実践する医療スタッフの不足、ぜん息の

患者教育実践に必要な知識・技術を修得する機会が不足している。 

独立行政法人環境再生保全機構（以下「機構」という。）は、このような状況を踏まえ、地方公共団体

の保健師、看護師、地域のコメディカルスタッフ等を対象にぜん息の治療・管理に係る患者教育スタッ

フの養成を推進し、患者の自己管理支援体制の充実を図ることを目的に標記研修を実施する。 

 

２．研修期間及び場所  

日  時： 平成 28 年 12 月 1 日（木）～12 月 2 日（金） 

場  所：笹川記念会館 （東京都港区三田 3-12-12） 

 

３．研修対象者 

次の①及び②の条件に該当する者とする。 

①次のア～ウのいずれかが推薦する者 

推 薦 者 研修生の条件 

ア．公害健康被害予防事業 

担当主管部局の長 

公害健康被害予防事業に従事する医師、看護師、保健

師、栄養士等（予定の者、嘱託職員等を含む。） 

公害健康被害予防事業対象地域内（別添参照。以下

「対象地域内」という。）における地方公共団体の保健事業

に関わる医療・保健指導従事者で、地方公共団体の責任

において特に受講が必要と認められる者 

イ．一般社団法人日本アレル 

ギー学会認定専門医・指導 

医 

対象地域（別添参照）内の医療機関に勤務 

（一社）日本アレルギー学会認定専門医・指導医の下

で、ぜん息患者への療養指導の経験がある者（予定の者

を含む。） 

対象地域（別添参照）の属する都府県の医療機関に勤務 

公害健康被害予防事業に協力している医療機関、又は

ぜん息等の患者教育を実践している医療機関等に勤務し

ており、（一社）日本アレルギー学会の認定専門医・指導医

の下で、ぜん息患者への療養指導の経験を有し、公害健

康被害予防事業等に従事する者（予定の者を含む。） 

ウ．医療機関の所属長 東京都特別区内で小児科を標榜している医療機関に勤

務し、ぜん息患者への療養指導の経験を有し、公害健康
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被害予防事業等に従事する者（予定の者及び今後協力が

可能な者を含む。） 

②原則として各研修期間中の全日程について出席できる者。ただし、事情により全日程の出席が

困難な場合は、１日単位での出席も可能とする。 

 

 

４．研修定員 

60 名 

注 定員を超える応募があった場合は地域性、経験年数、推薦理由等を考慮して選考する。 

 

５．研修生の推薦方法及び決定等 

１）研修生の推薦は、上記３．①ア～ウに該当する推薦者が行うものとし、研修推薦書（別紙様式）よ

り、平成 28年 11月 9日（水）までに、研修運営事務局宛に申し込むこと。なお、研修生に変更が生

じた場合は、速やかに連絡すること。 

※ 推薦書の記載に当たっては、「推薦理由」、「推薦者の専門医・指導医登録番号」「推薦者所属」

及び「氏名・押印」以外の項目については申込者が記載して差し支えありません。 

２）研修参加の可否の決定は機構が選考し、推薦書に記載された送付先へ通知する。 

 

６．研修内容 

別紙カリキュラム参照 

 

７．研修生の帰任 

次の場合、研修推薦者と協議のうえ、研修生を帰任させることがある。 

１）疾病等により、研修の受講が不可能と認められる場合 

２）研修生の資質が、研修運営上支障があると認められる場合 

 

８．受講報告書の提出 

本研修受講後に研修受講報告書（後日提示）を提出すること。報告書は研修最終日に提出することと

するが、研修期間中に提出できなかった場合は、後日メール添付・FAX・郵送等で提出することとするこ

と。 

 

９．修了証の発行 

研修の全講義を受講した者に対して、当該研修の修了証を発行する。 

 

10．研修生の参加費用 

無料。受講に要する旅費は機構が別に定める「平成２８年度公害健康被害予防事業研修旅費支給基

準」に基づき、後日銀行振込にて旅費を支給する。 
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1１．研修生は、次の事項に努めることとする。 

１） 意欲をもって講義に集中すること。また、必要に応じて課題について予習すること。 

２） 本研修を受講することにより、参加者自身のスキル向上だけではなく、地域や医療機関でのぜん

息の治療・管理に係る患者教育の普及等に努めること。また、公害健康被害予防事業の効果的、

効率的な推進に努めること。 

 

1２．その他 

１） 研修期間中の宿泊先の確保は、原則として研修生各人が行うこと。 

２） 研修期間中の健康管理は、研修生本人が注意すること。 

３） 研修修了者は、機構が別途設置する「予防事業人材バンク」に積極的に登録し、地方公共団体が

行う事業の講師、補助スタッフや、機構が実施する「パッケージ支援事業」に積極的に協力するこ

と。 

 

【問合せ・受講申込先】 

平成 28 年度研修運営事務局（株式会社ディーワークス）   

担当：村田 

〒111-0052 東京都台東区柳橋 1-5-8  ＤＫＫ柳橋ビル 3Ｆ 

TEL: 03-5835-0388   FAX: 03-5835-0296   E-mail: erca-pre@d-wks.net 

 

【機構窓口】 

独立行政法人 環境再生保全機構 予防事業部事業課 

担当：小嶋 

〒212-8554 川崎市幸区大宮町 1310 番 ミューザ川崎セントラルタワー8Ｆ 

TEL：044-520-9567 FAX：044-520-2134  E-mail:t-kojima@erca.go.jp 
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別添：公害健康被害予防事業対象地域 

  
  都府県 公害健康被害予防事業対象地域名 

千葉県 千葉市 

東京都 特別区２３区 

神奈川県 
横浜市 

川崎市 

静岡県 富士市 

愛知県 
名古屋市 

東海市 

三重県 四日市市 

大阪府 

大阪市 

堺市 

豊中市 

吹田市 

守口市 

八尾市 

東大阪市 

兵庫県 

神戸市 

尼崎市 

西宮市 

芦屋市 

岡山県 

倉敷市 

玉野市 

備前市 

福岡県 
北九州市 

大牟田市 

計 ４６地域 

 


